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研究成果の概要（和文）：社会人3年目対象に実施した大卒初期キャリアにおける質問票調査（N：882）の結
果、女性は男性よりも早期離職行動する可能性が高く，特に理系女性は理系男性に比べてより顕著であることが
示された。文理共通して男性の早期離職行動者は女性に比べて複数のリアリティ・ショックを強く受けているこ
とが明らかになった。また、入社前に職場の中長期インターンシップを経験した者は「条件ショック」「仕事シ
ョック」「他者能力ショック」を軽減し、早期離職行動も抑制されていることが明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：The results of a questionnaire survey (N: 882) in the early career of 
college graduates conducted on third-year working adults are as follows.
Women were more likely than men to engage in early career turnover behavior, particularly women in 
the sciences were more likely than men in the sciences.In common with men in the humanities and 
sciences, male early career turnover behavior was found to be more strongly affected by multiple 
reality shocks than that of women.
Those who experienced a medium- to long-term internship in the workplace before joining the company 
were found to experience less "condition shocks" "job description shocks" and "Shocks due to skill 
gaps in the workplace" and their early job separation behavior was also found to be suppressed.

研究分野：経営学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
大卒者の早期離職を考える上で、入社前(就職活動時)から入社後について検討した研究は非常に少ないといわれ
ている。その中で本研究は社会人3年目時点での調査を実施し、離職意思でなく、実際の早期離職行動の有無に
着目している。
採用手法が異なるといわれている文系／理系の軸、女性活躍推進法が施行され男女共同参画時代となった今、男
性／女性の性差軸で早期離職行動に違いがあるのかどうかを検証した点、RJPのインターンシップがリアリテ
ィ・ショックや早期離職行動抑制の効果的であることを実証的に解明した点には新規性があり、学術的、社会的
にも一定の貢献ができたといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
 日本は今後，少子高齢化の急速な進展がますます現実のものとなり，人口が減るとともに，特
に若年労働者不足が深刻になることが予想されている。そのため，企業は従業員の定着がより一
層重要となっている。しかし，近年，若者の早期離職に関して社会問題として取り上げられるこ
とが多く，特に大卒者の入社後 3年以内，3割以上の離職は様々なところで議論される。「ゆと
り世代」，「ストレス耐性が低い」，「安定志向」と揶揄されるように，若者の就業意識が変化した
ために離職率が上昇しているという論調にしばしばなりがちである。しかし，果たして「大卒者
の早期離職」は若者だけの問題であろうか。 
文部科学省は 2011年より大学設置基準を改正し，現在は，大学教育においても「若者の社会的・
職業的自立」および「学校から社会・職業への移行」を主眼とするキャリア教育の実施を強く求
めている。それに対し，各大学がキャリア教育を推進し若者の意識変革を試みているが，必ずし
も十分な成果があげられているとはいえない。「最近の若い者は…」と年輩者が口にするのは世
の常であり，社会情勢に応じて若者の気質が変化するのは昔も今も変わりはない。若者気質を憂
い嘆くことに時間を割くよりは，社会全体として対応すべきであり，そのためには政府や大学だ
けでなく，雇用する側の意識変革も早急に必要である。 
多くの学生が多大な時間と労力，費用をかけて就職活動をした上で，納得して決定した進路先だ
ったはずである。また，どの企業の採用担当者も多大な時間と労力，そして費用をかけて採用活
動をし，優秀な人材確保に努力しているはずである。双方にこれだけ多様なコストをかけている
にも関わらず，早期離職を避けることができないのが現状であり，雇用される側も雇用する側に
とっても大きなマイナスである。 
 筆者は本務校で学生対象にキャリアカウンセリングを 10年以上行っている。ここ数年，現役
生だけでなく卒業生からの相談を受ける機会が増えた。大学は当初，卒業生の就職支援対象はあ
くまで既卒者（新卒で就職できなかった人）を想定していた。しかし，第二新卒者からの相談も
卒業者の 2 割程度存在する。離職したいと思い悩んでいる相談や，既に離職し具体的な転職活
動の相談も多い。卒業時 8 割前後は進路決定満足度が高いにも関わらず，なぜ離職意思が高く
なり離職してしまうのか，そのプロセスについて具体的に知りたいと思ったこと，そもそも相談
相手が身近な職場上司・先輩でなく大学のキャリア担当教員なのかと疑問に思ったこと，以上 2
点が本研究の着想に至った経緯である。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は，雇用される側，雇用する側双方の視点から大卒初期キャリアの早期離職を極力少な
くするにはどうすればいいかを明らかにし，雇用される（個人）側，雇用する（組織）側，雇用
される側を支援する（大学・政府・自治体等）側各々の具体的施策を提案することを目的として
いる。 
 早期離職の先行研究は経営学では主に「組織社会化」（組織適応・組織定着を入社後の要因で
説明しようとする）研究が多く，大卒者の早期離職を考える上で入社前(就職活動)から入社後に
ついて検討した研究は非常に少ない。 
RJP（現実主義的な職務の事前説明）は 1970年代以降，離職率の低減やリテンションの観点か
ら米国で提唱された概念である。日本では金井（1994）が早くから RJPに注目し，日本企業へ
の調査より「RJP指向性の増大に応じて入社後の RSが低減されている」と説明している。 
RSとは，入社前後における「理想と現実のギャップ」であり，若年者就業者の早期離職問題の
原因のひとつとされている。若年者層が初めて会社を選ぶ際，仕事の内容と自分の個性や能力と
の適合性を重視し，それらが入社後満たされなければ離転職行動に及ぶと指摘されている（谷内
2005）。 
 本研究では，特に採用手法が異なるといわれている文系／理系の軸，女性活躍推進法が施行さ
れ男女共同参画時代となった今，男性／女性の性差軸で早期離職行動に違いがあるのかどうか
について検証する。また，効果的に RJP を実現する採用方法としてインターンシップがあげら
れるが（堀田 2007），インターンシップやアルバイトの就業経験が，早期離職行動を抑制するか
どうかについても検証する。 
 
３．研究の方法 
 
大卒初期キャリアの質問票調査と実際の早期離職者インタビューに基づき，現況を把握し課
題を整理し，以下の２点について着目した。 
（１） 採用手法が異なるといわれている文系／理系の軸，女性活躍推進法が施行され男女共
同参画時代となった今，男性／女性の性差軸で早期離職行動に違いがあるのかどうか 

（２） 初職に就いた企業・組織での入社前のインターンシップやアルバイトの就業経験が，



大卒の早期離職率減少に寄与しているのかどうか 
「大卒初期キャリアに関するアンケート」という名称で株式会社マクロミルを利用し，大卒社
会人 3 年目を対象にインターネット調査を実施した。調査期間は 2016 年入社：2019 年 1 月 22
～25 日，2017 年入社：2020 年 1 月 24～26 日で，2016 年入社 517，2017 年入社 520 の計 1,037
サンプルを回収し，2時点のデータを連結した。初職が契約社員等任期付きの者，就職活動を一
切していない者，医療職や教職等，職場実習が前提となっている職種の者は対象から削除し，最
終的な有効サンプル数は 882 となり，それを対象として検証を行った。 
 
４．研究成果 
 
（１）大卒初期キャリアにおける早期離職行動の文理／男女比較 
 分析の結果により明らかになったことは，以下の３点があげられる。 
 本調査では，①女性は男性よりも早期離職行動する可能性が高く，特に理系女性は理系男性に
比べてより顕著であることが示された。②理系女性は早期離職行動に「他者能力ショック」が大
きく影響を受けている可能性が示された。それに対して文系は「他者能力ショック」の影響を受
けていないことが示唆された。③文理共通して男性の早期離職行動者は女性に比べて複数のリ
アリティ・ショックを強く受けていることが明らかになった。 
（２）入社前のインターンシップ，アルバイト経験と入社後の RS，早期離職行動との関連性 
 入社前の就業経験がなかった者と比べて，入社前に職場の 2 週間以上の中長期インターンシ
ップを経験した者は「条件ショック」，「仕事ショック」，「他者能力ショック」，短期インターン
シップを経験した者も「仕事ショック」，「他者能力ショック」といった入社後リアリティ・ショ
ックの軽減に効果があったことが示された。また，早期離職行動も抑制されていることが明らか
となった。一方，アルバイト経験に関しては，インターンシップ経験と同じようなショック軽減
はみられず，離職行動も抑制しないことが示された。 
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